
2011年京都国民春闘方針

■２０１１京都国民春闘スローガン
働働働働くもののくらしとくもののくらしとくもののくらしとくもののくらしと権利権利権利権利をををを守守守守ってってってって６０６０６０６０年年年年。。。。いまいまいまいま、、、、新新新新たなたなたなたな挑戦挑戦挑戦挑戦！！！！！！！！

○○○○ 憲法憲法憲法憲法がががが暮暮暮暮らしにらしにらしにらしに生生生生かされるかされるかされるかされる政治政治政治政治とととと経済経済経済経済をををを切切切切りひらこうりひらこうりひらこうりひらこう！！！！

――――――――なくそうなくそうなくそうなくそう！！！！格差格差格差格差とととと貧困貧困貧困貧困。。。。生活生活生活生活できるできるできるできる賃金賃金賃金賃金とととと雇用雇用雇用雇用、、、、均等待遇均等待遇均等待遇均等待遇ででででディーセントディーセントディーセントディーセント

ワークワークワークワークのののの実現実現実現実現をををを！！！！

○○○○ いのちといのちといのちといのちと暮暮暮暮らしらしらしらし、、、、雇用雇用雇用雇用とととと営業営業営業営業、、、、農業農業農業農業をををを守守守守るるるる共同共同共同共同でででで地域経済地域経済地域経済地域経済のののの再生再生再生再生をををを！！！！

――――――――大企業大企業大企業大企業はははは社会的責任社会的責任社会的責任社会的責任をををを果果果果たせたせたせたせ！！！！

○○○○ たたかうたたかうたたかうたたかう労働組合労働組合労働組合労働組合のののの出番出番出番出番！！！！ いまこそいまこそいまこそいまこそ組織組織組織組織をををを強強強強くくくく大大大大きくきくきくきく！！！！

Ⅰ．はじめに
２０１１春闘は、一部の多国籍に進出する大企業へ富が集中する一方で、地域経済

が冷え込み、労働者・府民の暮らしも雇用も営業も状況悪化が進むという、矛盾が大

きく膨らむ下での春闘です。すべての労働者の賃上げと雇用の確保、ディーセントワ

ークの実現は、労働者の生活を守る喫緊の要求であるとともに、今日の日本経済再生

の環ともなっています。１１国民春闘勝利へ今こそ総決起しようではありませんか。

以下の点を基本にたたかいます。

１）すべての労働者の生活できる賃金獲得、人間らしく働くルールの実現、正規雇

用の拡大と賃下げなしの労働時間短縮で、格差と貧困の解消・均等待遇の実現を

めざします。大企業が社会的役割を果たすことを世論にも訴えて追求します。

２）大企業依存の経済から、地域経済再生をめざす共同を広げ、自治体の施策を要

求していきます。

３） 労働者・国民のいのちと暮らしを守る国や自治体の役割発揮を求め 「地域主、

権改革」や「社会保障改革 「ＴＰＰ」など 「構造改革」路線の政治と対決する」 、

国民的共同を広げます。

４）たたかう労働組合を強く大きくすることをめざし、すべての地域・職場で、姿

をしめして、加入を呼びかけていきます。

同時に、以下の点を重視します。

あらゆる職場で広がる非正規労働とワーキングプアの実態を明らかにし、すべての

労働者の要求を組織すること、その実現へむけて力を合わせることを重視します。

、 、 、 、公務・民間 正規・非正規 男女などを意識的に分断し 賃下げ・労働条件の悪化

管理と支配を強める動きに対し、連帯と共同で要求を作り出し、その実現をめざすこ

とが重要です。

とくに 「構造改革」路線のもとで、公務員を削減し、国や自治体の役割を変質さ、

せる動きに対し、府民の立場から地方自治や国の本来の役割の発揮を求め、いのちと

暮らし、雇用と営業を支える公務労働者の増員を要求していきます。

Ⅱ．2011春闘をめぐる情勢について
１１１１、、、、いっそういっそういっそういっそう悪化悪化悪化悪化するするするする労働者労働者労働者労働者のののの状況状況状況状況
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< > ２年前の 年秋からの経済危機で「派遣村」に象徴された非正規労働者の切1 2008

捨てなどが横行しましたが、いま、円高を背景に、企業の国際競争力強化を理由にし

たコストカット競争と海外への生産拠点の移転が急速に強まっています。

労働者の賃金は、 年の１年間で 万 円もの減少（ ％の減少）があっ2009 23 7000 5.5

たことを政府統計（国税庁調査）は明らかにしました。この 年間を見ても、主要10

国で賃金が下ったのは日本だけです（名目雇用者報酬は 年で 兆円減少／内閣10 23.8

府調査 。年収 万円を切る労働者が 万人にのぼり、 歳から 歳の青年で） 200 1,099 15 34

自立して生活できるのは正規労働者でも ％、非正規労働者では ％にすぎな51.6 30.3

い状況など、ワーキングプアが激増しています。これらが、国内での需要不足の原因

とくに、正規労働者を賃金格差が大きい非正規労働者に置き換えてをつくっています。

（ ）1997 2009 551 463年～ 年で非正規労働者は 万人増加する一方で正規労働者が 万人減少

コスト削減をすすめてきた大企業中心の動きの下で、不安定な雇用とワーキングプアが広

がり、いっそう格差と貧困が深刻化しました。

大企業の景気回復の一方で、雇用は ％台の失業率で長期化しており、とりわ< >2 5

け若年層の失業が深刻です。労働力調査（ ～ 月期）では完全失業者 万人のう7 9 336

ち失業期間１年以上の人が前年同期比で 万人増の 万人となり、 年以降で33 128 2002

過去最多となりました。大企業が一昨年の経済危機以来、調整弁として非正規労働者

08 10を切りすてた結果 派遣労働者など非正規労働者の解雇は 届けられただけで 年、 、

月から今年 月までに 万人を超える予測です。3 30

これらに輪をかけているのが、財界・政府一体の意図的な解雇です。日航では、政

治と放漫経営が生んだツケを労働者に押し付け、再建計画に照らしても根拠がなく、

整理解雇の四要件をも踏みにじる不当な解雇を 月 日に強行しました。国と社の12 31

責任は重大で、ベテランの航空労働者を狙い撃ちにした今回の解雇は、安全運航をも

2010脅かすもので、断じて認められません。また、社保庁解体・日本年金機構発足（

年 月）と同時に年金行政の失態を労働者のみに押し付け、 人の労働者を解雇し1 525

た厚生労働省など、国鉄に続く国家的な不当解雇と労組つぶしとのたたかいであり、

雇用破壊との新たなたたかいとなっています。

大卒・高校卒の就職状況は超氷河期の様相です。厚生労働省と文部科学省が 月 日11 16

に発表した大学生の就職内定率は 月 日現在で ％（前年同月比 ポイント減）10 1 57.6 4.9

で 「就職氷河期」と言われた 年（ ％）を下回り、調査を始めた 年以降最、 2003 60.2 1996

低を更新。高校生の就職内定率（９月末現在）は ％で、過去最悪の減少幅だった前40.6

年同期を ポイント上回っているものの、有効求人倍率は 倍（前年同期比 ポイ3.0 0.87 0.02

） 、 。 、 、ント減 で 依然として厳しい状況です 京都府は ％ですが 北部の状況は深刻で44.7

９月末で福知山・舞鶴・峰山ハローワーク管内の求人で、従業員 人以上の企業の求1000

雇用も求人にお人は 人で昨年より 人減少しました。地元の求人も行わないなど、16 22

いても、大企業の社会的責任が問われています。

30失業の増大の一方で、労働時間は少ない人員の下で長時間・過密化しています。

歳～ 歳代の正規労働者で 割以上が週 時間以上働き、正規労働者の年間総実労40 2 60

働時間が 時間を超えており、減少していません。長時間・過密労働の被害が広2000

がり、メンタルを含む労災が目立ちます。

２２２２、、、、富富富富のののの集中集中集中集中でででで、、、、ゆがみゆがみゆがみゆがみ疲弊疲弊疲弊疲弊するするするする日本経済日本経済日本経済日本経済、、、、賃上賃上賃上賃上げがげがげがげが打開打開打開打開ののののカギカギカギカギ

、 、 、 、< > 労働者の状況悪化の一方で 大企業は 政治の支援も受け 経済危機のもとで3
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内部留保を１年で 兆円拡大（資本金 億円以上の企業／ 兆円を 兆円に拡11 10 233 244

大）させています。これらは、労働者への犠牲と海外での生産 「下請け単価の３割、

カット（トヨタ 」など、圧倒的な労働者・国民の犠牲と、地域経済や中小零細企業）

の犠牲の上に生まれている富の異常な集中であり、おおきくゆがんだ経済が広がって

います。

< > 賃金低下とともに家計消費支出が 年をピークに減少しており（ 、貯4 1997 OECD）

蓄を切り崩しながら、なお消費を減らさざるを得ない労働者の生活実態が浮き彫りに

なっており、冷え込む消費の下で、日本の経済は、停滞・縮小しています。７～９月

期の国内総生産（ ／ 月 日政府発表）速報値は、実質で ％のプラスとしGDP 11 15 0.9

ましたが、その主な内容は、エコカー減税・家電エコポイント制度など政府の財政支

出で一時的な効果に頼ったものに他なりません。 年から 年までの の伸1992 2009 GDP

び率は ％で、他の先進国の半分以下です。欧米経済の停滞や円高、大企業の生産0.8

拠点の海外移転で、輸出もマイナスになっており、輸出に頼る経済によって、来期の

は大幅マイナスの予測すらあります。GDP

< > いま停滞・縮小した日本経済に直面し、財界のシンクタンクからも「賃金が下5

り続ける国は日本だけである。その結果は経営側にとっても好ましいものではない。

企業は２００兆円もの現金を溜め込みながら適切な配分は忘れ去られている 「デフ」

レを解消するためには消費者の購買力の向上が必要 「それには勤労者の賃金を上げ」

ることがもっとも直接的な効果を持つ」と「賃金の４％引き上げ」が提起されていま

す。労働者の消費購買力を引き上げることが、疲弊した経済状況の打開の道であるこ

とが、財界内部でも主張されていることは新たな局面で、いまこそ、確信を持って要

求とたたかいをすすめることが重要です。

３３３３、、、、労働者労働者労働者労働者のののの分断分断分断分断でででで「「「「構造改革構造改革構造改革構造改革」」」」路線路線路線路線・・・・賃金抑制賃金抑制賃金抑制賃金抑制がががが進行進行進行進行

< > 「構造改革」路線の下で、正規と非正規、公務と民間など、多くの労働者の間6

に意識的に分断が持ち込まれ、その団結が阻害されてきました。

その結果、公務・民間で賃下げの連鎖、人員削減と臨時雇用への置き換え・多用が一気

「小さな政府」を求める財界の要求ともに広がりました。これはいま「総人件費削減」

相まって、いっそう強まっています。菅政権は、スト権をも盛り込まない公務員の労

働基本権「回復」と一体に、公務員の給与削減法案を予定するなど、新たな公務員賃

金削減を宣言しており容認できません。これらが人勧準拠を口実に賃金抑制を押し付

けられている職場を直撃し悪影響を広げています。公務労働は、いのちと暮らし、社

会を守る国民の財産であり、労働者の分断を許さず、そのねらいと公務職場の実態を

明らかにし、公務労働の役割発揮を求める共同を強めることが求められています。

４４４４、、、、中小企業中小企業中小企業中小企業とととと労働者労働者労働者労働者のまちのまちのまちのまち京都京都京都京都、、、、地域経済地域経済地域経済地域経済のののの疲弊疲弊疲弊疲弊とととと雇用雇用雇用雇用のののの深刻化深刻化深刻化深刻化

< > 日銀京都支店の 月 日発表の経済概況の判断は 「景気は持ち直しているが7 12 15 、

ペースが鈍化」とし、 月短観における全産業の業況判断は前回 月比で悪化としま12 9

した。個人消費がエコ対策の駆け込み需要の反動もあって持ち直しが厳しくなってい

るとし、建設関係では新築着工は、年初来累計で前年を割り込も、製造業でも好調は

一部の半導体関連等に限られ、和装などでの厳しい業況が続き、輸出の増加が鈍化し

ています。
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< > この間多国籍に展開する大企業は、政治の支援もうけて、 字回復を呈し、中国や8 V

インドなどアジアへ進出をすすめています。一方で、地域経済を支えてきた中小零細企業

と労働者は、深刻な地域経済の下であえぐという大きな格差が広がっています。この間の

取り組みを通じて把握した状況は以下の通りです。

① １０春闘以来、一部輸出関連・中国市場の好転で改善があり製造業で賃上げが行

われていますが、一方で、中小企業や建設業の倒産・廃業など格差が広がっており、

全体として地域経済がいっそう深刻さを増しています。

② 失業した労働者が長期の失業状態・生活困窮に陥っており、失業した労働者を一

定吸収した地元の産業や農業が危機的状況であり、高校生などの就職難が重なり、失

業が地域に広がる事態です。

③ ハローワーク前でのアンケートでもこれらは裏付けられています。子ども連れで

の来署など、生活・子育てのあらゆる面に、雇用とワーキングプアの深刻さが影を投

げかけています。雇用・労働、経済活動のみならず、福祉、医療、教育、保育などあ

らゆる分野から、広がる貧困・生活困窮の状況を明らかにし、政治や行政に対する要

望を強め、孤立しないための連帯づくりが不可欠となっています。

５５５５、、、、地域経済再生地域経済再生地域経済再生地域経済再生へへへへ新新新新しいしいしいしい枠組枠組枠組枠組みをみをみをみを志向志向志向志向するするするする機運機運機運機運、、、、打打打打ってってってって出出出出ればればればれば共同共同共同共同のののの可能性可能性可能性可能性

財界・多国籍の大企業による横暴勝手は、地域経済を支える中小零細企業との< >9

矛盾をかつてなく深めています。

この間の各地の経済団体との懇談でも「地域循環型の経済」を求める合意が広がっ

ています。来春闘で、財界・大企業の横暴とこれを支援する政治への対抗軸として、

地域経済再生への共同をいかに広げることができるかが、職場でのたたかいをも前進

させるカギとなる、重要な情勢の変化です。その際、自治体の施策で地域経済の活性

化の突破口を開く機運が広がっています。住宅改修助成制度の実現は、すでにその効

果が明らかであり、共同の焦点のひとつです。また、公契約条例実現は、労働者の生

活・労働条件の適切な水準策定と企業・業者の良質の仕事興し、自治体の住民に対す

るサービスの質の保障が一体の課題であり、官製ワーキングプアの解消とあわせて、

自治体の役割の発揮が求められる共同の課題となっています。全国の条例化への新し

い情勢をふまえ、京都で実現させるチャンスです。

６６６６、、、、中央中央中央中央でもでもでもでも地方地方地方地方でもでもでもでも労働者労働者労働者労働者・・・・国民国民国民国民をををを応援応援応援応援するするするする政治政治政治政治へのへのへのへの転換転換転換転換をををを

< > これらの状況のもとで、政治が中央でも地方でも、労働者国民の雇用と仕事、10

いのちと暮らしを守り支援する役割を果たすのか、財界やアメリカに顔を向けた政治

となるのかの、重大な岐路にさしかかっています。

菅政権は、労働者・国民への公約を裏切り、財界やアメリカの要求に沿って 「構、

造改革」路線のより強化・完成をめざす「改革 ・路線を目白押しにしています。と」

くに、連合がＴＰＰ参加や消費税（社会保障と税制の一体改革）など、焦点となる課

題において、悪政の推進を容認する立場をとっていることは問題です。

< > 第一に、最賃と働くルールをめぐる攻防です。焦点となる労働者派遣法は、財11

界の圧力の下で抜け穴だらけとなった政府法案すら臨時国会では審議が行われないま

ま通常国会へ審議を移すこととなりました。自民党との修正・改悪のすり合わせなど

危険な状況が続いています。派遣労働実態をふまえた国会審議で抜本修正・成立をめ
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ざし、いっそうの運動が求められています。一方で、 月に厚生労働省の有期労働契8

約研究会が「期間の定めがある労働契約の法規制の見直し」報告をまとめるなど、働

くルールの規制緩和からの転換を求めるたたかいは、今後重要な局面を迎えます。

< > 最低賃金の改善をめぐる情勢は、政府が６月にまとめた新成長戦略で「全国最12

低 円、全国平均 円を目指す 「 年までに名目３％、実質２％を上回る経800 1000 2020」

済成長を前提とする」の目標を掲げ、政労使合意をしてきたものが、財界による抵抗

で大きく押し返されてきました。生活保護との逆転解消の枠内に中央最賃審議が押し

込められたもとで京都の審議で 円（国の言う生保との「乖離」を 年で解消）改20 1

善の答申は貴重な到達となりました。大幅改善を押し止める動きは引き続き強まって

おり、すべての労働者の賃金底上げで景気回復を図るのか、大企業による経済成長に

依存するのかが、ここでも問われる情勢であり、最賃の改善とそのための中小企業支

援など環境づくりを求め、政治を動かすことが求められています。

< > 第二に、財界・大企業中心の経済か、内需の活性化・地域経済を守るのかのた13

たかいです。政府は、 月に「新成長戦略実現」を掲げ「新たな経済対策」を閣議決9

4,500定しました その内容は 大部分を 家電エコポイント の延長などに活用し。 、 、「 」 （

億円 、雇用の維持・拡大や中小企対策には予算規模で 割弱（ 億円）を振り向） 2 1,750

けているに過ぎません。製造業大企業の国際競争強化など「 企業の）成長」と外需（

頼みを一つの柱に、公的分野での規制緩和、民営化による「新たな公共」分野での雇

用創出をもう一つの柱と掲げ、内需拡大や地域経済活性化とは違う方向となっていま

す 「新たな経済対策」は、大企業の経営支援策が中心であり、自公政治が推し進め。

た「構造改革」と同様の立場に立つものになっています。

また、政府は 月 日に決定した「 年税制改革大綱」で、財界の求めどおり12 16 2011

に法人税減税を最優先し（法人税率引き下げの税収減は 兆円で減価償却制度見直1.5

しなどの増税分を差し引いても 億円の減税 、一方で給与所得控除や成年扶養控7000 ）

除の縮小で課税ベースを広げて個人に増税を押し付け（ 億円規模）るなど、労働4900

者・国民を犠牲にして、財界要望に応える「税制改革」を突き進んでいます。消費税

増税など国民総犠牲、財界優遇の政治を許さない世論を強めることが重要です。

地方政治において、これらの国の誤った政治路線に対し、独自に地域経済を活性化

させる施策が生まれ、実効力を発揮しています。秋田県が住宅改修助成制度を県の制

度として確立させ、千葉県野田市に続き川崎市が公契約条例を制定しました。京都府

内でも、住宅改修助成制度をすすめている京丹後市や与謝野町では、その経済波及効

果が抜群であることがすでに明らかです。地方政治における新しい動向を京都でも本

格化させ、地域循環型の経済づくりへ、共同を広げることが求められています。

< > アメリカと財界の要求によるＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）参加問題14

も６月の日本の参加決定をめぐって重大な攻防です。例外なき関税撤廃を原則とする

ＴＰＰへの参加は、日本の農業や食料供給の安定の崩壊のみならず、医療や地場産業

など地域経済と雇用、いのちと暮らしを直撃するものです。国際競争力至上のゆがん

だ経済が決定的に推進されるものであり、財界と連合はともにこの推進を求めていま

すが、参加反対の声がひろがっています。

< > 第三に、昨秋から進められてきた介護保険制度の見直し、保育制度「改革 、15 」

後期高齢者医療制度の「改革」に関わっての通常国会での法案審議をめぐるたたかい

です 「子ども・子育て新システム」は、国や自治体の責任を後退させ、国民負担の。
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増と企業参入による市場化が柱で、保育所を求める親の願いを逆手にとった構造改革

路線の具体化です。介護保険「改正」法案（ 年 月見直し）では、軽度者への生2012 4

活援助を保険からはずして企業にゆだね、施設の機能縮小と介護保険料引き上げなど

国民への負担と国の責任の後退が中身です。 歳以上の高齢者差別の財政運営の別75

、 （ ）勘定を温存し 国保値上げと一体に国民負担増を狙う後期高齢者医療制度後 年2013

の「新制度案」関連の法案の準備など、医療・社会保障の根幹に関わる「改革」が連

打されようとしています 「いのちと暮らしを第一にする政治を」との世論で政権を。

包囲することが求められています。

< > 第四に、憲法の平和原則を守るのか軍事大国と安保条約路線を突き進むのかの16

たたかいです。菅政権は 月 日、今後 年間の日本の軍事力のあり方を示す、12 17 10

新たな「防衛計画の大綱」を閣議決定しました。日本の防衛を建前としたこれまでの

「大綱」を改め 「動的防衛力」の構築へ方針を大転換し、中国の軍事力を地域・国、

際社会の懸念事項として軍事的に対抗することを打ち出し、自衛隊の機動力と即応性

の強化、地球規模での展開などを想定しています。また、今後自衛隊の海外派遣恒久

法制定もめざすとしているなど、危険なものとなっています。

沖縄米軍基地撤去をめぐる情勢は、この間の沖縄県民の「基地無条件撤去」への声

のまえに、日米合意に固執し、アメリカの求めるままに基地を保障し続ける日本政府

との矛盾は極限に達しています。沖縄県知事選では、宜野湾市長選の勝利と伊波氏の

大健闘を背景に、仲井真知事が「県外移設を要求」を主張し、県内には移設先はない

との県民の意思が明らかになりましたが、首相や外相が米軍基地建設や普天間基地周

辺の学校・住宅の移転をしてでも基地温存を主張するなど本末転倒の圧力を強めてい

ます。この間のアジアの平和をめぐる情勢下で、日米安保条約体制による軍事的な緊

、 、張を高めるのか 憲法にもとづく平和外交の先頭に立つのかがするどく問われており

菅政権でによる日米安保体制強化と軍事強化路線への国民的包囲が重要です。

< > 第五に国と地方自治の形をめぐるたたかいです。 月 日から関西広域連合が17 12 1

発足しました。奈良県が参加せず、鳥取や徳島県が入るなど地域的な問題点とともに

「設立の趣旨」で ）地方分権改革の突破口を開く、 ）関西における広域行政を展1 2

開、 ）国と地方の二重行政の解消 を掲げたものですが、その実態は労働行政や社3

会保障など国の役割の放棄と地方への分散の強引な受け皿づくりに他なりません。関

西財界が志向する「道州制」へつながる危険もあり、行政や財源の集中と大型開発へ

の要求が背景にあります。地方自治の理念を放棄し、これに奉仕する自治体をつくる

のか、住民のいのちと暮らし、仕事と営業を守る自治体を確立するのかの攻防です。

京都府知事らが率先する「関西広域連合」の背景には 「地域主権改革」の名によ、

る国と地方の形を変える「改革」があります。国の雇用や医療・社会保障などの責任

を放棄し地方へ押し付ける改憲（地方自治）を念頭に置いた自公政権路線の継続推進

です。受益者負担が広がり、国民のいのちや暮らし、雇用などの保障が崩れることは

明らかです 「補助金の一括交付金化 「保育など行政サービスの最低基準の義務付け。 」

・枠付けの廃止 「国の出先機関の廃止と事務・権限の自治体移譲」が当面の課題と」

されていますが、憲法に沿って、国と地方のそれぞれのいのちと暮らし、雇用と仕事

を支える役割の発揮を求める世論を対置することが求められています。

< > これら財界優遇と対米従属の政治の集大成として 月 日に 年度政府予18 12 24 2011

算原案が閣議決定されました。一般会計で総額 兆円のうち新規国債発行が 兆、92 44
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税収予測を上回る借金財政です。法人税引き下げなどによる大企業優遇の税制改革に

よって、都合 億円の税収減となる一方で、歳出では在日米軍の駐留経費（思い8000

やり予算）が「元気な日本復活特別枠」予算として最優先され、そのしわ寄せでやっ

と切り開いた３５人学級実現が小規模になり、子ども手当増額が抑制されました。来

春闘へ向けて、この本末転倒の政治の転換を、中央でも地方でも求めていくことが重

要です。同時に、これらの悪政を数の力で強行するために、国会を国民から遠ざける

選挙制度のしくみ――比例定数削減のねらいを明らかにし、反対の世論をつくること

が求められています。

< > 知事選を経て強まる府民の要求の前に、京都府は、これら国の政治動向の枠の19

中にはありながらも、独自の施策を先行させています。

、 、 、府民の声に押されて 月補正予算案 億円のうちで 新卒就職支援を拡充する11 230

大卒後３年以内の雇い入れへの支援策などの手当策を提示しました。また、子宮頸が

ん予防接種やヒブワクチン接種の無料化助成がスタートし、子どもの医療費助成制度

の拡充についても、内部検討が始まっていることは重要です。しかし、住宅改修助成

や公契約条例などをはじめ、地域経済再生への抜本策は、示されていません。また、

地方税機構や国保の広域化など、自治体の役割を大きく変質させる動きが京都府知事

発で強まっており、府民のいのちと暮らしを守る府政づくりは重要な局面です。

また、京都市政は、有識者会議の答申に沿って、財政危機を口実にした市民施策の

大リストラを進めようとしています。とくに、他都市にはない充実した福祉体制など

を「他都市並み」に引き下げることなど、市民の要求と運動で充実させてきた福祉や

教育を一気に後退させようとしており、市民要求との矛盾が広がっています。

（第一次）Ⅲ．２０１１京都国民春闘方針案
（（（（１１１１））））単産単産単産単産・・・・地域地域地域地域 ７７７７万京都総評総決起万京都総評総決起万京都総評総決起万京都総評総決起でででで次次次次のののの「「「「２２２２つのつのつのつの総行動総行動総行動総行動」」」」にににに取取取取りりりり組組組組みますみますみますみます。。。。

１、春闘前半期（２月２４日）に、全組合員の参加で、宣伝行動を展開します。

働く者のフトコロをあたため、人間らしく働くルールの確立、大企業に規制を強化

する政治と社会的責任を求める、地域経済再生を呼びかける統一宣伝とします。

２ 「いのちと暮らし、雇用と営業・農業を守る総決起集会（仮 （３月６日、円山、 ）」

音楽堂）の開催を呼びかけます。１１国民春闘の結節点に位置づけ、職場からの運

動と地域での共同を広げ、世論にアピールする場として位置づけ、組合員の総参加

で成功をめざします。

（（（（２２２２））））職場職場職場職場からからからから賃上賃上賃上賃上げげげげ、、、、要求実現要求実現要求実現要求実現へのへのへのへの組合員組合員組合員組合員のののの総決起総決起総決起総決起をををを

１．すべての労働者を視野に、生活改善になる賃金引上げと、最低賃金の改善、均等

待遇の実現をもとめ、最低生計費調査結果を生かし、以下の要求を掲げてたたかい

ます。

① 雇用形態のいかんにかかわらず、生活改善につながる積極的な賃上げの実現を

めざします。

② 「誰でも月額１万円、時間額１００円以上」の賃上げをめざします。

③ 最低賃金を時間額１０００円にすることを求めるのをはじめ、京都総評最低生

計費試算をもとに、賃金の底上げをはかる取り組みをします。
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初任給要求は 「高卒１７万円、大卒２１万円」とします。④ 、

⑤ 年齢別の獲得目標、最低到達目標（同）は以下のとおりです。

２５歳 ３５歳 ４５歳

年齢別獲得目標 ２４０，０００ ３３０，０００ ４１５，０００

年齢別最低保障目標 ２００，０００ ２６５，０００ ３１５，０００

⑥ パート・非正規労働者の賃金、最低賃金について、最低生計費試算（時間額１１３

８円）をめざすとともに、すべての職場で最低賃金協定の締結を求めます。またパ

ート・非正規労働者の賃金引上げのため、最低でも１０００円の時間給の要求をし

ていきます 「同じ仕事には同じ賃金は当たり前」との要求組織を強め、雇用形態、。

性などによる賃金格差の是正、均等待遇実現を求める取り組みを進めます。

⑦ 産業・企業での最低賃金協定目標は、京都総評の最低生計費（単身税込み月額１９

） 、 。７７７９円 をめざし 産業・職場の実態に見合った金額を設定することとします

２．たたかいの具体的推進

① 春闘情勢の学習と要求論議を重視します。とくに、最低賃金引き上げで突破し

てきた賃上げへの機運を、全体で押し上げる意思統一を大切にします。

② 非正規労働者を含むすべての労働者の労働と生活実態を共通認識にし、要求の

提出と交渉配置・回答を求め、全労働者に見える行動の配置と相互支援・連帯を

強めます。ストや統一行動で決起する仲間への相互激励、共同での申し入れなど

を重視します。

○全労連・春闘共闘の第１次集中回答日３月１６日を目途に、団交・回答引き出

しを強化し、１７日ストを含む統一行動に応じた行動配置と相互連帯・支援を

行います。

○これに向けて、３月３日中央行動への参加を強めます。

③ 生活・雇用、地域経済と農業を守る労働者・府民の総決起の場として、総決起

集会（３月初旬・円山音楽堂）を呼びかけ、総結集を図ります。

、 、④ 大企業の社会的責任を問い 労働者のフトコロをあたためて消費活動を活性化

地域経済再生をめざす宣伝をいっせい宣伝行動・地域総行動として展開します。

３．最賃闘争の抜本強化を図ります。全国一律最低賃金制と時給１０００円を求め、

全労連の提起する に取り組みます。「「「「最賃 円最賃 円最賃 円最賃 円とととと中小企業支援拡充中小企業支援拡充中小企業支援拡充中小企業支援拡充のののの請願署名請願署名請願署名請願署名」」」」1000

５月以降、最賃額引き上げの攻勢的な審議と最賃審議委員の公正任命を求め、委員候

補を擁立して取り組みを強めます。

（（（（３３３３））））労働者派遣法労働者派遣法労働者派遣法労働者派遣法のののの抜本改正抜本改正抜本改正抜本改正、、、、有期雇用有期雇用有期雇用有期雇用のののの規制強化規制強化規制強化規制強化、、、、均等待遇均等待遇均等待遇均等待遇などなどなどなど「「「「ディーセントディーセントディーセントディーセント

ワークワークワークワーク」」」」実現実現実現実現をめざすたたかいをめざすたたかいをめざすたたかいをめざすたたかい

① 労働者派遣法の抜本改正を求める宣伝と運動を強め、署名を国会へ届けます。

国会での早期審議、有期労働契約の労働政策審議会審議をふまえ、これまでの署名

を５月に加え「「「「労働者派遣法労働者派遣法労働者派遣法労働者派遣法のののの早期抜本改正早期抜本改正早期抜本改正早期抜本改正とととと雇用雇用雇用雇用のののの安定安定安定安定をををを求求求求めるめるめるめる請願署名請願署名請願署名請願署名」」」」

を目途に取り組みます。水曜日宣伝を継続します。当面、１月１９日京都駅タ

ワー前、２６日四条大宮、２月２日西院を実施します。

２月１０日、３月３日の中央行動へ参加し、署名を提出します。

② 学習決起集会を、通常国会審議をめざして開催します。
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「労働者派遣法の抜本改正を！

人間らしく働くルールの実現めざす学習決起集会」

日 時 ２月９日（水）午後６：３０～、場 所 ラボール京都会議室

主 催 労働法制京都連絡会

講 演 全労連労働法制闘争本部生熊茂美本部長（副議長・ 委員長）JMIU

③ 均等待遇を世論に訴えて要求する取り組みを強化します。

京都パートネットとの共同をすすめます。青年部、女性部と共同した学習や行動

を計画します。具体的には、追って提起します。

④ 長時間・過密労働の実態を明らかにし、サービス残業の全廃、労働時間の短縮

要求を強めます。

⑤ いのちと健康を守る取り組みをすすめます。労働安全衛生対策を強化し、とく

にメンタルヘルス対策を重視します。

、 （ ） 。単産の労安担当者会議を定例開催し 労安学校を５月２８日 土 に開催します

⑥ 争議団・闘争団を先頭に、早期解決を求めて支援・連帯行動を強めます。争議

総行動を２月２２日（火）に実施するとともに 「争議支援カンパ運動」に取り、

組みます。

（（（（４４４４））））すべてのすべてのすべてのすべての地域地域地域地域からからからから春闘春闘春闘春闘をたたかいますをたたかいますをたたかいますをたたかいます

地域総行動を２月２４日（木）に配置します。

○地域での総参加の宣伝行動を計画します。

○地域経済を再生させる対話と合意づくりをすすめます。

○地域で労働組合が姿を見せること―― ひとりぼっちの労働者をつくらないた

めに、地域の労働者を視野に、誰でもひとりから入れる労働組合・地域ユニオ

ンを広げます。

○暮らしの何でも相談会の結果をふまえ、行政への要請を強めます。

（（（（５５５５））））地域経済再生地域経済再生地域経済再生地域経済再生へのへのへのへの共同共同共同共同のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

①公契約条例・公契約の適正化・ルールづくり・地方議会・自治体へ向けて

○公契約条例実現のキャンペーンの推進；秋季年末闘争期の対話とアンケートの

取り組みをふまえ、春闘期の以下の取り組みをすすめます。

) アンケート結果をふまえ、政策提案をおこない、業界・労働者への返しを1

行います。ひろく知らせるシンポジウムなどを計画します。

) 各自治体への申し入れ、政党や議員、議会での合意作りをすすめます。2

) 市民向けのチラシを作成するなど、世論に訴える宣伝をすすめます。3

②地域経済・中小企業・伝統地場産業への対話と支援策の要求

）中小企業・経済団体などとの対話・合意づくり、共同を広げます。1

）経済効果・雇用創出効果のある施策を自治体に求めるなど、予算と制度づく2

りで地域経済の再生と仕事興しの突破口を開く要求を強めます。

③「生活と雇用を守り地域経済を再生するための提案」の発展を検討します。

、 、 、④京都府政をはじめとする自治体に対し 大企業に対し 雇用と下請け企業を守り

地域経済を守る社会的責任を果たすよう強く指導することを求めます。

⑤高校・大学卒業生に対する就職支援を強めるよう自治体・経済団体などに求めて
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いきます。

（（（（６６６６））））いのちといのちといのちといのちと暮暮暮暮らしをらしをらしをらしを守守守守るるるる共同共同共同共同でででで菅政権菅政権菅政権菅政権をををを包囲包囲包囲包囲、、、、政治政治政治政治をををを変変変変えるたたかいえるたたかいえるたたかいえるたたかい

①ＴＰＰ参加に反対し、地域経済と雇用、農業を守る共同を広げます。

食健連と共同し、ＴＰＰ問題での学習集会に取り組みます （２月１９日（土）。

農協会館、内橋克人氏）

②医療制度・社会保障「改革」など「構造改革」路線に反対するたたかいを、国民

春闘の柱として重視します 情勢学習を重視し 社会保障問題学習会として 社。 、 、「

『 』 」 （ ） 。会保障 改革 と財源問題 をテーマに２月２４日 金 に学習会を開催します

子どもの貧困の解消を求めます。

③消費税増税・法人税引き下げに反対し、大企業への応分の負担を求めます。

④「地域主権改革」に反対し、国と地方の形を変える攻撃に、憲法にもとづく国と

地方自治の役割を押し出して世論に訴えます。

⑤憲法を守るたたかいを強化し、安保問題についての学習と宣伝を強め、防衛大綱

による軍事強化と武器輸出三原則の見直し、海外派兵とその恒久化などを許さな

い共同の運動を強めます。沖縄と連帯した沖縄基地無条件撤去・新基地建設阻止

、 、 。のたたかい 安保廃棄を掲げ 思いやり予算の恒久化反対のたたかいを強めます

また、比例定数削減に反対 「国民の声が届く国会づくり」を求めます。、

⑥いっせい地方選挙を、労働者の要求実現、いのちと暮らしを守る地方政治を確立

するために、政党選択と思想信条の自由を守ることを基本に、学習と政治参加を

訴えて取り組みます。首長選に、住民の要求を掲げて当該地区労協を先頭に勝利

をめざします。

（（（（７７７７））））組織組織組織組織をををを強強強強くくくく大大大大きくするきくするきくするきくする組合拡大月間組合拡大月間組合拡大月間組合拡大月間のののの成功成功成功成功をををを

春闘期の組織拡大運動として、６０周年をめざして組織拡大月間を４・５月期に設

定し、すべての単産・地区労協の参加で成功をめざします。

、 。目標を２５００人とし 各単産・地区労協が目標をかかげて奮闘することとします

①すべての労働者を対象に、組織拡大宣伝を毎月第二木曜日に実施します。

②要求闘争・春闘情報交流・地域総行動を通じた対話の強調、組織化を意識的にす

すめます。

③新たに採用される労働者への対話を広げ、組織拡大を飛躍的にすすめます。とく

、 、 。に 紹介リーフの活用をはじめ 労働者を相互に紹介する取り組みを重視します

④地域ユニオンなど個人加盟労組の意識的組織拡大の取り組みを重視します。

⑤自主共済運動の発展をめざし、組織の強化・拡大に結びます。

⑥京都総評結成６０周年企画を成功させます。

（（（（８８８８））））行動行動行動行動とととと戦術配置戦術配置戦術配置戦術配置についてについてについてについて

１．京都国民春闘共闘のとりくみ（案）

情勢学習を重視して意思統一をはかり、すべての労働者・地域経済を視野に入れた

要求とたたかいをすすめます。

京都総評第７３回臨時大会（１月２２日（土）ラボール京都ホール）を春闘方針と

重点要求を決定し、総決起の場とします。

以下の取り組みを結節点に、２０１１国民春闘をたたかいます。
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① 大企業の社会的責任、地域経済の活性化、働くルールの確立を求める一斉宣伝

行動を２月２４（木）日に単産・地域の総力で実施します。地域総行動として位

置づけ、地域でのいっせい宣伝を行います。

②「地域総行動」を２月２４（木）日に配置し、いっせい宣伝行動の実施、職場や

経済団体との訪問・懇談、自治体への要請などを実施します。

③「１１国民春闘勝利／暮らしと雇用、営業と農業を守ろう 」を掲げ、総決起集

（ ） （ ） 、 。会を３月６日 日 円山音楽堂 案 で開催し 総参加で世論へ訴えていきます

、 （ ） 、④ ３月１６日集中回答日 １７日統一行動日 全労連・国民春闘共闘 に沿って

団交・回答引き出し、統一行動を配置し、相互連帯・支援に取り組みます。

⑤ ２月期のディーセントワークデーとして「労働法制京都連絡会学習決起集会」

を２月９日（水）に開催し、毎週水曜日宣伝・署名行動を継続します。

（ ）（ 、⑥ 社会保障問題学習会を２月２４日 木 午後６：３０～ ラボール第８会議室

佛教大・岡﨑祐司氏）に開催し、情勢学習と運動の意思統一をおこないます。

⑦ 争議総行動を２月２２日（火）午後に取り組みます。

⑧ 重税反対統一行動を３月１１日（金）に実施します。

（ ）、 。⑨ 組織拡大宣伝行動を２月１０日 木 ３月から毎月第二木曜日に実施します

⑩ 地方政治への学習と要求を強め、いっせい地方選挙（前半；４月１０日、後半

；４月２４日）での投票・政治参加を強めます。首長選挙を当該地区労協を先頭

にたたかいます。

２．全労連・国民春闘共闘委員会の2011国民春闘の戦術配置

月 日 新春宣伝行動1 7

月中旬～ 月初旬に「大企業包囲」行動1 2

月 日 春闘闘争宣言・日本経団連包囲行動1 14 2011

月 日・ 日 全労連評議員会・春闘方針確定1 20 21

月 日 国民春闘共闘委員会「春闘決起集会 （東京なかのゼロ）1 27 」

月期 「賃上げと雇用確保による地域経済活性化」を掲げ、事業者団体、労働組2 、

合・労働者訪問を２月に集中展開 「地域経済活性化ポスター」貼り出し、中小。

業者とのアンケート対話・共同行動。

月 日 制度政策要求の実現・諸団体とも共同した「中央行動」2 10

月 日～ 月 日 地域総行動の展開2 15 3 5

月 日 国鉄闘争の解決を迫る集会2 16

月中旬に第 次集中回答日の配置3 1

全職場で交渉、翌日に「ストをはじめとする全員結集・参加の行動」配置

月 日 賃金などの要求実現決起の「中央行動」3 3

月 日 重税反対行動3 11

月 日 第１次集中回答日3 16

月 日 春闘第１次統一行動3 17

月後半もしくは 月半ばに、制度要求実現の行動配置4 5

月 日か 日 統一行動4 13 14

月メーデー5

月に最賃署名の提出など中央行動配置5
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              ２０１１年春闘           京都総評 

要求基準・初任給・年齢別目標等と賃金の底上げのとりくみ 

１、 ２０１１年春闘での重点要求 

●賃金引き上げ要求について 

○雇用形態のいかんにかかわらず、生活改善につながる積極的な賃上げの実現をめざします。 

○だれでも月額１００００円、時間額１００円以上の賃上げをめざします。 

○最低賃金を時間額１０００円にすることを求めるのをはじめ、京都総評最低生計費試算をもと

に、賃金の底上げをはかるとりくみをします。 

● 初任給要求 

高卒     １７００００円 

大卒    ２１００００円 

●年齢別要求 

                  獲得目標             最低保障 

     ２５歳    ２４００００円       ２０００００円 

     ３５歳    ３３００００円      ２６５０００円 

     ４５歳    ４１５０００円       ３１５０００円 

●パート・非正規と最低賃金 

○京都総評最低生計費試算・時間額１１３８円（１９７７７９÷１７３・８時間）をめざします。

すべての職場で最低賃金協定の締結を求めます。また、パート・非正規労働者の賃金引上げのた

め、最低でも１０００円の時間給の要求をしていきます。 

○「同じ仕事には同じ賃金はあたり前」との要求組織を強め、雇用形態、性などによる賃金格差の

是正、均等待遇実現を求めるとりくみを進めます。 

○産業・企業での最低賃金協定目標は、京都総評の最低生計費（単身税込み月額１９７，７７９円）

をめざし、産業・職場の実態にみあった金額を設定します。 

２、要求に基づく積極的な賃金引き上げと賃金底上げで内需拡大を 

（１）一時回復したかに見えた経済状況は、再び悪化傾向を示しています。これは、エコポイントなどの

一時的な消費へのテコ入れが終了するとともに、円高などによるものです。しかし、その根本は、日

本の多国籍企業を中心に膨大な利益をあげ、内部留保をこの１０年余りで１００兆円以上増大させ溜

め込む一方で、設備投資もリストラ目的が中心で、労働者への配分を行わなかったことです。その結

果、日本の経済は、深刻な需要不足に陥り、構造的なデフレ体質となっています。そのため、とりわ

け地域経済の落ち込みは深刻です。また、中小企業の経営は深刻な危機に直面しています。日本での

経済の持続的な維持のためには、こうした日本経済のゆがみを正していくことが不可欠です。 
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（２）国内での需要の不足は、明らかに労働者の賃金収入の減少が原因です。この１０年余りをみても、

主要国で賃金が下がったのは日本だけです。国税庁調査ではこの１２年あまりの間に民間労働者だけ

で約３０兆円賃金総額が減少しました。内閣府調査では名目雇用者報酬は同時期に２３・８兆円減少

しました。さらに、年収２００万円以下の低収入労働者が増大し、国税庁調査で１０９９万人（０９

年）となりました。日本経済のゆがみをただし、地域経済を循環型にし、維持可能としていくために

は、労働者の積極的な賃金引上げ、賃金の底上げが不可欠となっています。 

（３）アンケート調査(全労連・全国調査)によると、「生活実感」で２３．０％が「かなり苦しい」、３９．

０％「やや苦しい」とこたえています。（苦しい層 61.9％）賃金引き上げの要求額はアンケートによ

ると、全体では単純平均で２６，０７４円、加重平均で２４，３８２円でした。パート労働者の場合

は、単純平均で１１１円、加重平均で１４９円でした。１１春闘では、こうした基本的な立場と企業

環境の個別の要因をふまえながら、雇用形態のいかんにかかわらず生活に根ざした積極的な賃金引き

上げ要求を求めること、最低賃金の引き上げなどを求めていくことが必要です。また、従前通り、年

齢別の獲得目標や最低保障要求をかかげます。 

３、労働者の生計費と要求基準・重点要求について 

（１）賃金実態について 

【民間労働者給与実態調査】労働者の賃金ダウンが続いています。国税庁の調査による１年前の民間

労働者の給与実態調査では、 

平成２１年平均給与は、４０５．９万円（前年よりもマイナス５．５％、２３．７万円もの減少） 

  この内男性は  ４９９．７万円（マイナス６.２％、３２．８万円の減少） 

      女性は  ２６３．１万円（マイナス２．９％、７．９万円の減少） 

 となっています。全体の平均値は、平成１９年を除いて連続して減少し、特に、０８年から０９年とい

う経済危機時に極端に減少しました。ピークである１９９８年の４６４．８万円から５８万９千円の減少

です。 

 平成２１年中に民間企業が支払った給与の総額は１９２兆４７４０億円で前年よりマイナス４．３９％

で、ピークである１９９８年より、３０兆３６４０億円減少しています。 

 さらに、２００万円以下の収入の労働者は、０９年で１０９９万人と２００６年に１０００万人を突破

後も増え続けています。また、３００万円以下の収入の労働者は、０９年で１８８９.８万人となり、民間

労働者全体の４１．９％を占めるようになるなど、２０００年代に入って全体として低賃金労働者が急増

し続けています。 

【現金給与総額】 現金給与総額でみると、平成２１年は 

   ５人以上規模    ３１５２９４円 

   ３０人以上規模   ３５５２２３円  

 昨年比で４．８％マイナス。ピークである１９９７年と比較すると、５人以上規模でマイナス５６３７

６円、３０人以上規模でマイナス６６１６１円で、年間にすると約７０万円前後のマイナスとなります。 

【初任給について】 初任給は、厚生労働省の調査（平成２２年）では、 

    高卒 １５７８００円（対前年比 0％） 

    短大卒１７０３００円（対前年比－1.67％） 

    大卒 １９７４００円（対前年比－0.7％） 
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でした。 

【年齢別賃金の実態】 

 年齢階級別賃金実態は、別表のように、所定内給与に関して、この約１０年あまりの間ほとんど横ばい

でしたが、経済危機以降ほとんどの年齢層で減少しました。男性との格差が激しい女性の場合は、全年齢

層にわたって賃金が低く、その水準は横ばい状態が続いています。 

（２）労働者の生計費について 

【総務省「家計調査年報」による実態】世帯主の月平均の実収入は０９年で５１万８２２６円、消

費支出は３１万９０６０円で、９８年の実収入５８万８９１６円、消費支出３５万３５５２円から実収入

は１２％も減少しました。 

【厚生労働省「国民生活基礎調査」】１世帯あたりの平均所得金額は、２００８年で全世帯平均５４

７万５千円で、前年より８万７千円の減少で、ピークだった１９９４年の６６４万２千円から１７．５７％

も減少しました。現在の表面化しているさまざまな問題は、生計費を満たすことができない収入によりま

す。 

【京都総評最低生計費調査】最低生計費として京都総評の２００６年の最低生計費試算では、別項の

ように時間額で１１３８円です。まさ、この１～２年の間に実施された、首都圏、東北、静岡などでの試

算では時間額が１３００円台となっています。これは、京都の試算が京都市内自転車通勤としたこと（交

通通信費の違い）や、この間の非消費支出の増大が中心的な要因で、デフレの影響は主に食費ですが、結

果として廃棄率を加算した京都以外の試算と京都の試算と大きな変化はありませんでした。詳細は、「最

低生計費試算を生かしたとりくみ」の項を参照してください。 

（３）１１春闘での要求基準について 

 今回提起しているのは、「賃上げ要求」「初任給要求」「年齢別賃金要求」「パート・非正規と最低賃金の

要求」です。このうち年齢別の賃金要求は、獲得目標と最低保障目標との二つです。 

① 年齢別の獲得目標は、高卒の標準的な労働者の賃金の獲得目標を念頭においたものです。 

② 要求は、高卒男性の年齢階級別賃金の実態（賃金構造基本統計調査）を基本に、傘下の実態も考慮

し、賃金引き上げ要求を加味して設定しています。３５歳の賃金獲得目標で、ほぼ現在の日本の労

働者の平均的年収となります。 

③ 年齢別最低保障は、中途採用者も含めて、男女、家族構成、能力、資格などを問わず、各年齢ごと

に最低保障されるべき所定労働時間内の賃金で、最低賃金とあわせて賃金の年齢別の底上げの役割

を持ちます。 

④ 目標は、現状の実態を踏まえつつ、２５歳については初任給要求と整合させた要求であり、他は、

モデル条件別生活保護基準（１級地の１）を参考に設定しました。 

４、最低生計費試算を生かしたとりくみについて 

低い賃金の底上げをはかるため、賃金の引き上げを社会的に実現していくとりくみが必要です。私たち

は２００６年最低生計費の試算を発表しました。この報告は別途の報告書で出されていますが、この最低

生計費を少なくとも上回るようにしていくことが必要です。 

これより低い賃金実態や、最低賃金などをどのように引き上げていくのかが、重要な課題となります。 

 そこで、要求を考えるにあたって、以下のように、要求と、とりくみとを整理します。 
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① まず、最低生計費の試算の結果は、以下のようなものでした。（一部。他に高齢世帯２類型、母子

世帯６類型を試算） 

 ア） 若年単身世帯 京都市内在住、賃貸アパート１Ｋ、男性、２０代 

          最低生計費   １６４８９５円 

          税込み 月額  １９７７７９円 

          税込み 年額 ２３７３３４８円 

 イ） 夫婦と未婚子２人 京都市内在住、賃貸マンション３ＤＫ、４０代夫 婦、男子・中学生３年、

女子小学生３年 

          最低生計費   ４０２２３４円 

          税込み 月額  ４８２２０５円 

          税込み 年額 ５７８６４６０円 

   注、・（イ）の試算は、４人世帯の最低生計費です。収入については何も触れていません。あくまで

ここで言うモデルにもとづく４人が生活するうえで必要な最低生計費を試算したものです。 

     ・最低生計費とは何かなどは、別途の報告書を参照してください。 

② 最低限の生計費を上回る賃金を獲得するとりくみをさまざまな形で具体化していき、当面、以下の

要求を求めます。 

ア）賃金の低いところでは、最低生計費試算にもとづく、目標を設定し、賃金の引き上げを求めるとり

くみを強めます。 

イ）若年単身世帯の最低生計費を時間額に直すと約１１３８円（若年単身者の最低生計費試算結果であ

る税込み年収を１７３・８時間で割り、時間あたりの金額を出したもの）。この水準をめざして、時

間給契約労働者の賃金の要求を決め、とりくみます。また、パート労働者などの賃金等の均等待遇実

現を求めます。 

ウ）現行京都府最低賃金は、時間額で７４９円ときわめて低く、当面、時間額１０００円への引き上げ

を求める世論形成に取り組みます。また、新しい最低賃金法との関係で、生活保護を上回ることを強

く求めていきます。この場合、生活保護費の試算は、京都の場合は１級地の１を基準に、生活扶助に

冬季加算、期末一時扶助、住宅扶助の単身基準限度額に、基礎控除の就労にともなう必要経費分（全

額みた場合は１０００円を超える）を積み上げ、公租公課を上乗せする試算とすべきです。この場合、

時間あたり少なくとも９７８円で、現行との差額は２２９円となります。現在流布されている厚生労

働省の試算は、言わば恣意的なもので、これでは県庁所在地では、生活保護を下回る最低賃金しかあ

りえないこととなります。時間額１０００円要求は、生活保護費との関係でも、きわめてあたり前の

要求です。 

エ）府内各自治体で、公的契約に関連して働く労働者の社会的賃金水準の確保と社会的賃金水準が低い

場合は、最低生計費の支払いを義務化することを求めます。そのため、ＩＬＯ条約９４号の批准、公

契約法の制定、公契約条例の制定を求めていきます。 

③ 産別・企業内最低賃金要求について 

    産別・企業内最低賃金協定目標は、その職場に働く下請、派遣、パートなど全ての労働者に適用す

るものとして協定締結をめざし提示したものです。各産業や企業の実態に見合った要求を設定してい

きます。 
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年
齢
別
要
求
、
初
任
給
要
求
と
他
の
諸
指
標

年
齢
別
賃

金
実
態
年
齢
区
分
世
帯
人
員
有
業
人
員

実
収
入
　
Ａ
世
帯
主
収

入
　
Ｂ
消
費
支
出

Ｃ
世
帯
主
収

入
比
率
Ｂ
/Ａ

家
計
維
持

率
　
Ｂ
/Ｃ
年
齢
区
分

２
５
歳
24
00
00
24
12
00
２
５
歳
～
２
９
歳
3.
00
1.
41
38
32
13
30
64
12
24
18
00
79
.9
6
12
6.
7
２
５
歳
～
２
９
歳

３
５
歳
33
00
00
33
73
00
３
５
歳
～
３
９
歳
3.
64
1.
43
48
20
46
40
38
93
27
91
15
83
.7
9
14
4.
7
３
５
歳
～
３
９
歳

４
５
歳
41
50
00
41
64
00
４
５
歳
～
４
９
歳
3.
80
1.
67
58
34
62
48
71
96
35
83
73
83
.5
0
13
5.
9
４
５
歳
～
４
９
歳

注
：

年
齢
ポ
イ
ン
ト
要
求
基
準

生
活
保
護

の
ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル
に
よ

る
試
算

想
定
条
件
負
担
費
の

修
正

２
５
歳
20
00
00
99
79
0

単
身

12
79
30

３
５
歳
26
50
00
20
96
40

４
人
世
帯
子
は

６
歳
と
３
歳
、
26
87
58

４
５
歳
31
50
00
25
56
80

５
人
世
帯
子
は

１
６
歳
、
１
３

歳
、
９
歳
。
32
77
81

年
間
賃
金
実
態
　
２
０
０
６
年
日
本
経
団
連
単
位
　
万
円

新
卒
区
分
要
求
基
準
厚
生
労
働
省

調
査

大
卒
男
子
高
卒
男
子
大
卒
男
子
高
卒
男
子

高
卒
17
00
00
15
78
00

２
５
歳

40
1.
8
35
2.
6
40
4.
7
37
2.
1

大
卒
21
00
00
19
88
00

３
５
歳

67
0.
6
55
4.
5
63
1.
3
56
1.
5

４
５
歳

95
2.
4
73
3.
6
88
6.
8
74
5.
5

５
５
歳

10
80
.7
83
8.
6
10
69
.5
91
2.
2

初 任 給

家
　
計
　
調
　
査

標
準
者
賃
金
獲
得
目
標 最
低
保
障
獲
得
目
標

年
齢
ポ
イ
ン
ト

５
０
０
人
以
上
規
模
企
業
５
０
０
人
未
満
企
業
規
模

要
求
基
準

賃
金
構
造
基
本
統
計
調
査

１
、
賃
金
構
造
基
本
統
計
調
査
は
産
業
・企
業
規
模
・学
歴
計
。
厚
生
労
働
省
。

２
、
「家
計
調
査
」は
、
総
務
省
「家
計
調
査
」に
も
と
づ
く
世
帯
主
の
年
齢
階
級
別
家
計

収
支
状
況
（２
０
０
９
年
）

３
、
負
担
費
の
修
正
は
す
べ
て
×
１
．
２
８
３
．
非
消
費
支
出
の
割
合
は
所
得
水
準
や
世

帯
人
員
数
な
ど
に
よ
っ
て
異
な
る
が
、
総
務
省
統
計
局
家
計
調
査
に
よ
る
全
国
平
均
の

２
８
．
３
％
（２
０
０
９
年
）を
採
用
。

４
、
生
活
保
護
試
算
で
住
宅
扶
助
は
最
低
限
の
１
３
０
０
０
円
。
勤
労
控
除
は
入
れ
て
い

な
い
。
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労
働
者
の
平
均
年
収
と
民
間
給
与
の
総
額

20
11
年
春
闘

平
均
年
収
対
前
年
比

比
率
平
均
年
収
対
前
年
比

比
率
平
均
年
収
対
前
年
比

比
率

単
位

万
円

％
万
円

％
万
円

％
兆
円

兆
円

兆
円

19
98
年
（Ｈ
10
）
46
4.
8
-0
.5
57
2.
0
-0
.9
28
0.
0
0.
4
22
2.
83
8
50
4.
8
27
5.
2

19
99
年
（Ｈ
11
）
46
1.
0
-0
.8
56
7.
0
-0
.8
28
0.
0
0.
0
21
7.
48
6
49
7.
6
26
9.
7

20
00
年
（Ｈ
12
）
46
1.
0
-0
.1
56
7.
0
-0
.2
28
0.
0
0.
0
21
6.
45
6
50
2.
9
27
1.
0

20
01
年
（Ｈ
13
）
45
4.
0
-1
.5
55
8.
0
-1
.5
27
8.
0
-0
.7
21
4.
72
2
49
7.
7
26
9.
1

20
02
年
（Ｈ
14
）
44
7.
8
-1
.4
54
8.
0
-1
.8
27
8.
0
-0
.1
20
7.
91
3
49
1.
3
26
2.
5

20
03
年
（Ｈ
15
）
44
3.
9
-0
.9
54
4.
0
-0
.7
27
5.
0
-1
.0
20
3.
68
3
49
0.
2
25
8.
6

20
04
年
（Ｈ
16
）
43
8.
8
-1
.1
54
1.
0
-0
.6
27
4.
0
-0
.4
20
1.
77
4
49
8.
3
25
6.
4

20
05
年
（Ｈ
17
）
43
6.
8
-0
.5
53
8.
4
-0
.5
27
2.
8
-0
.3
20
1.
58
0
50
1.
7
25
8.
5

20
06
年
（Ｈ
18
）
43
4.
9
-0
.4
53
8.
7
0.
1
27
1.
0
-0
.7
20
0.
03
5
50
8.
9
26
3.
7

20
07
年
（Ｈ
19
）
43
7.
2
0.
5
54
2.
2
0.
7
27
1.
2
0.
1
20
1.
27
2
51
5.
7
26
2.
1

20
08
年
（Ｈ
20
）
42
9.
6
-1
.7
53
2.
5
-1
.8
27
1.
0
-0
.1
20
1.
31
7
49
2.
1
26
0.
8

20
09
年
（Ｈ
21
）
40
5.
9
-5
.5
49
9.
7
-6
.2
26
3.
1
-2
.9
19
2.
47
4
47
4.
0
25
1.
4

平
均
年
収
と
民
間
給
与
総
額
は
は
国
税
庁
「民
間
労
働
者
の
給
与
実
態
」よ
り

名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
と
名
目
雇
用
者
報
酬
は
内
閣
府
「国
民
経
済
計
算
」よ
り

男
女

全
体

平
均
年
収

民
間
の
給
与
総
額
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
名
目
雇
用
者

報
酬
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現
金
給
与
総
額
と
所
定
内
給
与
等
＆
パ
ー
ト
労
働
者
の
賃
金

20
11
春
闘

５
人
以
上
規
模
３
０
人
以
上
規
模
５
人
以
上
規
模
３
０
人
以
上
規
模
５
人
以
上
規
模
３
０
人
以
上
規
模
５
人
以
上
規
模
３
０
人
以
上
規
模

単
位

円
円

円
円

円
円

円
円
時
間

円
円

19
98
年
（Ｈ
10
）
36
64
81
41
5,
67
5
28
7,
85
3
31
5,
82
9
26
9,
72
6
29
1,
62
1
18
,1
27
24
,2
08
14
5.
2
20
08
88
6

19
99
年
（Ｈ
１
１
）
35
36
79
39
6,
29
1
28
1,
28
3
30
6,
16
7
26
3,
29
7
28
2,
65
2
17
,9
86
23
,5
15
14
2.
4
19
85
88
7

20
00
年
（Ｈ
12
）
35
54
74
39
8,
06
9
28
3,
84
6
30
8,
93
0
26
5,
06
2
28
4,
25
1
18
,7
84
24
,6
79
14
3.
3
19
84
88
9

20
01
年
（Ｈ
13
）
35
13
35
39
7,
36
6
28
1,
88
2
30
9,
25
4
26
3,
88
2
28
5,
32
1
18
,0
00
23
,9
33
14
2.
8
19
98
89
0

20
02
年
（Ｈ
14
）
34
34
80
38
7,
63
8
27
8,
93
3
30
5,
70
0
26
1,
04
6
28
1,
57
6
17
,8
87
24
,1
24
14
1.
7
19
87
89
1

20
03
年
（Ｈ
15
）
34
18
98
38
9,
66
4
27
8,
74
7
30
7,
47
1
26
0,
15
3
28
2,
17
2
18
,5
94
25
,2
99
14
1.
7
19
91
89
3

20
04
年
（Ｈ
16
）
33
27
84
37
6,
96
4
27
2,
04
7
29
9,
38
0
25
3,
10
5
27
3,
97
8
18
,9
42
25
,4
02
14
0.
9
19
44
90
4

20
05
年
（Ｈ
17
）
33
49
10
38
0,
43
8
27
2,
80
2
30
0,
91
8
25
3,
49
7
27
5,
20
5
19
,3
05
25
,7
13
14
0
19
66
94
2

20
06
年
（Ｈ
18
）
33
57
74
38
4,
40
1
27
2,
61
4
30
2,
74
6
25
2,
80
9
27
6,
41
1
19
,8
05
26
,3
35
14
0.
6
19
66
94
0

20
07
年
（Ｈ
19
）
33
03
13
37
7,
73
1
26
9,
50
8
29
9,
78
2
24
9,
75
5
27
3,
62
5
19
,7
53
26
,1
57
14
0.
8
19
43
96
2

20
08
年
（Ｈ
20
）
33
13
00
37
9,
49
7
27
0,
51
1
30
0,
69
4
25
1,
06
8
27
5,
17
8
19
,4
43
25
,5
16
14
0.
1
19
64
97
5

20
09
年
（Ｈ
21
）
31
52
94
35
5,
22
3
26
2,
35
7
28
8,
47
8
24
5,
68
7
26
7,
02
7
16
,6
70
21
,4
51
13
5
19
78
97
3

現
金
給
与
総
額
と
所
定
内
給
与
等
は
厚
生
労
働
省
「毎
月
勤
労
統
計
」よ
り

パ
ー
ト
労
働
者
の
賃
金
は
厚
生
労
働
省
「賃
金
構
造
基
本
統
計
調
査
」よ
り

所
定
内
労
働
時
間

時
間
あ
た

り
所
定
内
給
与

現
金
給
与
総
額

決
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与

所
定
内
給
与

所
定
外
給
与

パ
ー
ト
労

働
者
の

賃
金
（女
性
）
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年
齢
別
賃
金
実
態
(産
業
計
、
企
業
規
模
計
、
学
歴
計
。
厚
生
労
働
省
賃
金
構
造
基
本
統
計
調
査
よ
り
）
単
位
　
　
千
円

２
０
１
１
春
闘

19
90
年

（Ｈ
２
）
19
96
年

（Ｈ
７
）
20
01
年
（Ｈ
13
）
20
02
年

（Ｈ
14
）
20
03
年

（Ｈ
15
）
20
04
年

（Ｈ
16
）
20
05
年

（Ｈ
17
）
20
06
年

（Ｈ
18
）
20
0７
年

（Ｈ
1９
）
20
08
年

（Ｈ
20
）
20
09
年

（Ｈ
21
）

年
齢
階
級

年
齢
計

29
0.
5
33
0.
0
34
0.
7
33
6.
2
33
5.
5
33
3.
9
33
7.
8
33
7.
7
33
6.
7
33
3.
7
32
6.
8

１
８
～
１
９

14
4.
9
16
7.
4
17
1.
3
16
8.
3
16
8.
2
16
7.
8
16
7.
2
17
1.
6
17
0.
6

２
０
～
２
４

17
5.
4
19
9.
7
20
2.
2
19
9.
7
20
1.
6
20
0.
3
19
7.
3
20
1.
6
20
1.
7
20
4.
4
19
9.
7

２
５
～
２
９

21
6.
2
24
5.
2
24
5.
3
24
1.
0
24
0.
7
24
0.
2
23
9.
3
24
1.
7
24
1.
2
24
2.
8
23
7.
8

３
０
～
３
４

26
2.
6
29
6.
1
29
7.
7
29
2.
6
29
1.
0
28
6.
7
28
7.
3
28
7.
1
28
6.
1
28
6.
5
28
0.
1

３
５
～
３
９

30
5.
6
34
2.
4
35
0.
8
34
7.
0
34
4.
0
34
2.
1
34
3.
5
34
2.
1
33
7.
3
33
3.
9
32
2.
0

４
０
～
４
４

34
2.
7
37
8.
9
38
9.
8
38
7.
3
38
6.
9
38
1.
8
39
2.
6
39
2.
4
39
2.
1
38
4.
9
37
4.
4

４
５
～
４
９

36
9.
7
41
1.
7
41
4.
2
41
1.
1
41
1.
9
40
7.
9
41
6.
1
41
6.
5
41
6.
4
41
4.
2
40
6.
2

５
０
～
５
４

36
7.
9
42
3.
7
42
7.
5
41
8.
9
41
1.
9
41
0.
1
41
8.
2
42
0.
0
42
1.
5
42
1.
6
41
2.
4

５
５
～
５
９

32
1.
7
38
6.
0
40
3.
6
39
8.
5
39
7.
4
39
5.
3
39
9.
9
39
5.
7
39
2.
7
39
4.
8
38
5.
5

６
０
～
６
４

24
9.
6
30
0.
8
30
6.
2
29
6.
5
29
4.
6
29
9.
8
29
1.
2
28
9.
8
29
3.
9
28
8.
1
28
8.
8

19
90
年

（Ｈ
２
）
19
96
年

（Ｈ
７
）
20
01
年
（Ｈ
13
）
20
02
年

（Ｈ
14
）
20
03
年

（Ｈ
15
）
20
04
年

（Ｈ
16
）
20
05
年

（Ｈ
17
）
20
06
年

（Ｈ
18
）
20
0７
年

（Ｈ
1９
）
20
08
年

（Ｈ
20
）
20
09
年

（Ｈ
21
）

年
齢
階
級

年
齢
計

17
5.
0
20
6.
2
22
2.
4
22
3.
6
22
4.
2
22
5.
6
22
2.
5
22
2.
6
22
5.
2
22
6.
1
22
8.
0

１
８
～
１
９

13
2.
8
15
3.
4
15
6.
9
15
8.
2
15
4.
9
15
4.
4
15
4.
2
15
6.
1
15
7.
6

２
０
～
２
４

15
3.
1
17
9.
2
18
5.
6
18
7.
1
18
6.
0
18
5.
5
18
5.
1
18
6.
5
18
7.
1
19
0.
7
18
9.
8

２
５
～
２
９

17
6.
7
20
5.
8
21
1.
1
21
2.
9
21
2.
2
21
1.
1
21
0.
6
20
9.
9
21
2.
9
21
4.
9
21
4.
1

３
０
～
３
４

18
8.
9
22
4.
4
23
6.
6
23
4.
7
23
4.
1
23
2.
6
23
0.
4
22
7.
2
23
0.
9
23
0.
7
23
0.
3

３
５
～
３
９

19
0.
2
22
7.
2
24
9.
7
24
9.
3
24
8.
8
24
7.
7
24
5.
9
24
4.
5
24
2.
8
24
4.
2
24
5.
4

４
０
～
４
４

19
0.
9
22
5.
2
24
4.
5
24
6.
6
24
8.
1
24
8.
9
24
5.
3
24
6.
6
24
8.
8
25
1.
7
24
8.
8

４
５
～
４
９

19
1.
1
22
2.
8
24
2.
3
24
1.
1
24
1.
7
24
7.
0
24
0.
4
24
0.
3
24
2.
2
24
3.
7
25
0.
0

５
０
～
５
４

18
6.
9
22
0.
5
23
7.
3
23
7.
4
23
7.
9
24
0.
2
23
0.
3
23
3.
2
23
6.
3
24
0.
4
24
5.
2

５
５
～
５
９

18
6.
0
21
1.
8
22
7.
6
23
1.
3
23
3.
4
23
7.
1
22
5.
7
22
6.
0
23
1.
1
22
9.
1
23
3.
4

６
０
～
６
４

18
9.
0
19
8.
1
20
3.
6
19
8.
3
20
3.
3
20
6.
2
19
6.
4
19
9.
5
20
1.
5
19
8.
7
20
3.
3

女
　
　
　
　
　
　
性

男
  
  
  
  
  
性
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単位

2001年（Ｈ13）

2002年（Ｈ14）

2003年（Ｈ15）

2004年（Ｈ16）

2005年（Ｈ17）

2006年（Ｈ18）

2007年（Ｈ19）

2008年（Ｈ20）

2009年（Ｈ21）

2010年（Ｈ22）

退職金 日本経団連２００８年９月末現在調査(すべて会社都合。一部）

勤続年数 年齢 退職金額 支給月数 勤続年数年齢 退職金額 支給月数
年 歳 千円 月分 年 歳 千円 月分

5 27 1188 4.3 5 23 917 4.7
10 32 2966 8.7 10 28 2116 8.8
20 42 9233 19 20 38 6544 20
30 52 19532 32 30 48 13763 34.3
38 60 24908 41.9 42 60 19132 44.2

勤続年数 年齢 退職金額 支給月数
年 歳 千円 月分

5 23 931 4.6
10 28 2297 8.9
20 38 7166 19.8
30 48 15152 32.7
42 60 23343 44.4

円

初任給

初任給

厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より

196,300
193,900
195,000

円

197,400
198,800
198,700
195,800

165,300
166,000
165,900 195,100

195,100
198,100

168,500
168,500
166,000
166,300

157,800 170,300
173,200
169,700

154,400
155,700
157,700
157,800

154,000
152,900
152,600
152,900

管理・事務・技術労働者 生産・現業労働者

管理・事務・技術労働者

総合職・大卒

総合職・高卒

高卒

２０１１春闘

高卒 短大卒 大卒
円

154,000
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日
本
の
賃
金
階
級
分
布
（国
税
庁
・税
務
統
計
か
ら
見
た
民
間
給
与
実
態
か
ら
作
成
）
男
女
計
、
人
員
は
万
人

年
間
給
与
収

入
別
人
員
１
０
０
万
円
以

下
１
０
０
万
円
超

～
２
０
０
万
円

以
下

２
０
０
万
円
超

～
３
０
０
万
円

以
下

３
０
０
万
円
超

～
４
０
０
万
円

以
下

４
０
０
万
円
超

～
５
０
０
万
円

以
下

５
０
０
万
円
超

～
６
０
０
万
円

以
下

６
０
０
万
円
超

～
７
０
０
万
円

以
下

７
０
０
万
円
超

～
８
０
０
円
以

下

８
０
０
万
円
超

～
９
０
０
万
円

以
下

９
０
０
万
円
超

～
１
０
０
０
万
円

以
下

１
０
０
０
万
円
超

～
１
５
０
０
万
円

以
下

１
５
０
０
万
円
超

～
20
00
万
円

以
下

２
０
０
０
万
円
超

合
計
人
員

１
９
９
９
年
29
6.
1
50
7.
6
68
7.
5
80
4.
6
66
0.
0
47
8.
8
32
1.
0
22
8.
4
15
8.
4
10
7.
0
18
9.
4
43
.1
16
.4
44
98
.3

２
０
０
０
年
29
6.
5
52
8.
2
68
2.
1
78
1.
7
66
4.
0
47
8.
7
32
2.
5
23
0.
8
15
9.
1
10
2.
4
18
9.
2
41
.0
17
.8
44
94
.0

２
０
０
１
年
31
1.
9
54
9.
6
68
7.
8
78
7.
5
66
0.
0
48
3.
0
31
5.
0
22
5.
4
15
3.
6
98
.3
18
2.
7
36
.3
18
.1
45
09
.2

２
０
０
２
年
31
2.
3
54
0.
7
70
6.
3
79
9.
6
64
9.
5
47
2.
4
30
9.
0
22
6.
6
14
3.
8
99
.4
16
5.
6
34
.2
17
.2
44
76
.6

２
０
０
３
年
32
9.
8
57
2.
3
70
4.
7
78
3.
0
64
7.
0
45
9.
1
29
6.
3
22
0.
9
14
1.
7
90
.4
17
0.
3
33
.1
17
.7
44
66
.3

２
０
０
４
年
34
1.
7
62
1.
5
70
3.
1
75
6.
9
64
1.
8
44
7.
9
28
6.
3
20
9.
9
13
8.
2
87
.9
16
4.
6
33
.7
19
.6
44
53
.1

２
０
０
５
年
35
5.
5
62
5.
7
71
0.
4
77
1.
5
63
8.
9
45
2.
0
28
7.
5
20
8.
5
13
6.
5
92
.4
16
0.
2
33
.5
21
.0
44
93
.6

２
０
０
６
年
36
0.
5
66
2.
3
71
8.
0
75
6.
2
62
5.
0
43
1.
3
28
5.
9
20
0.
2
13
2.
9
88
.1
16
5.
5
36
.4
22
.3
44
84
.6

２
０
０
７
年
36
6.
2
66
6.
1
71
9.
5
75
9.
3
63
1.
3
43
8.
5
29
3.
1
20
6.
2
13
8.
0
91
.6
17
2.
8
37
.7
22
.1
45
42
.4

２
０
０
８
年
38
3.
1
68
4.
4
75
2.
0
77
7.
1
63
0.
0
43
4.
7
28
1.
1
19
9.
1
13
4.
8
87
.5
16
5.
6
35
.5
22
.4
45
87
.3

２
０
０
９
年
39
8.
9
70
1.
0
78
9.
9
81
4.
9
61
6.
3
40
7.
4
24
6.
4
16
9.
5
11
4.
8
71
.0
13
0.
3
26
.8
18
.6
45
05
.8

00
-9
9

0.
4
20
.6
-5
.4
-2
2.
9

4.
0
-0
.1

1.
5

2.
4

0.
7
-4
.6
-0
.2
-2
.1

1.
4
-4
.3

01
-9
9

15
.8
42
.0

0.
3
-1
7.
1

0.
0

4.
2
-6
.0
-3
.0
-4
.8
-8
.7
-6
.7
-6
.8

1.
7
10
.9

02
-9
9

16
.2
33
.1
18
.8
-5
.0
-1
0.
5
-6
.4
-1
2.
0
-1
.8
-1
4.
6
-7
.6
-2
3.
8
-8
.9

0.
8
-2
1.
7

03
-9
9

33
.7
64
.7
17
.2
-2
1.
6
-1
3.
0
-1
9.
7
-2
4.
7
-7
.5
-1
6.
7
-1
6.
6
-1
9.
1
-1
0.
0

1.
3
-3
2.
0

04
-9
9

45
.6
11
3.
9
15
.6
-4
7.
7
-1
8.
2
-3
0.
9
-3
4.
7
-1
8.
5
-2
0.
2
-1
9.
1
-2
4.
8
-9
.4

3.
2
-4
5.
2

05
-9
9

59
.4
11
8.
1
22
.9
-3
3.
1
-2
1.
1
-2
6.
8
-3
3.
5
-1
9.
9
-2
1.
9
-1
4.
6
-2
9.
2
-9
.6

4.
6
-4
.7

06
-9
9

64
.4
15
4.
7
30
.5
-4
8.
4
-3
5.
0
-4
7.
5
-3
5.
1
-2
8.
2
-2
5.
5
-1
8.
9
-2
3.
9
-6
.7

5.
9
-1
3.
7

07
-9
9

70
.1
15
8.
5
32
.0
-4
5.
3
-2
8.
7
-4
0.
3
-2
7.
9
-2
2.
2
-2
0.
4
-1
5.
4
-1
6.
6
-5
.4

5.
7
44
.1

08
-9
9

87
.0
17
6.
8
64
.5
-2
7.
5
-3
0.
0
-4
4.
1
-3
9.
9
-2
9.
3
-2
3.
6
-1
9.
5
-2
3.
8
-7
.6

6.
0
89
.0

09
-9
9

10
2.
8
19
3.
4
10
2.
4
10
.3
-4
3.
7
-7
1.
4
-7
4.
6
-5
8.
9
-4
3.
6
-3
6.
0
-5
9.
1
-1
6.
3

2.
2

7.
5

00
-9
9
01
-9
9
02
-9
9
03
-9
9
04
-9
9
05
-9
9
06
-9
9
07
-9
9
08
-9
9
09
-9
9

15
.6
58
.1
68
.1
11
5.
6
17
5.
1
20
0.
4
24
9.
6
26
0.
6
32
8.
3
39
8.
6

99
年
20
00
年
20
01
年
20
02
年
20
03
年
20
04
年
20
05
年
20
06
年
２
０
０
７
年
２
０
０
８
年
２
０
０
９
年

14
91
.2
15
06
.8
15
49
.3
15
59
.3
16
06
.8
16
66
.3
16
91
.6
17
40
.8
17
51
.8
18
19
.5
18
89
.8

全
体
比
33
.1
50
33
.5
29
34
.3
59
34
.8
32
35
.9
76
37
.4
19
37
.6
45
38
.8
17
38
.5
66
39
.6
64
41
.9
41

各
年
の
３
０
０
万
円
以
下
収
入
の
合
計
人
員

各
年
の
９
９
年
比
で
の
年
収
３
０
０
万
円
以
下
の
人
員
増
加
合
計
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最低生計費試算総括表

若年単身世帯 夫婦と未婚子２人 若年単身世帯 若年単身世帯
賃貸アパート１Ｋ 賃貸マンション３ＤＫ賃貸アパート１K 賃貸アパート１ｋ
男性　　２０代 ４０代夫婦

男子・中学生３年
女子・小学生３年

男性　２５歳 男性　２５歳

消費支出 149,895 366,234 174,406 171,818
食費 41,011 110,020 39,564 40,822

家での食費 21,511 82,230 20,621 21,797
外食・昼食 9,000 9,000 10,000 10,000
外食・会食 10,500 11,000 7,500 7,500

外食・子供の学校給食 7,790
廃棄率５％加算 1,443 1,525

住居費・共益費 41,250 62,500 54,167 30,000
家賃 52,000 30,000

更新料　月あたり 2,167 0
光熱・水道 6,161 19,416 6,552 9,017

電気代 3,006 7,690 3,070 3,736
ガス代 1,919 5,810 2,125 2,582
他の光熱 73 1,182 80 538
上下水道 1,163 4,734 1,277 2,161

家具・家事用品 4,100 17,275 3,881 3,490
家庭用耐久財 1,563 5,512 1,941 2,094
室内装備・装飾品 191 1,565 177 110

寝具類 851 4,143 593 279
家事雑貨 703 4,000 627 616
家事消耗品 792 2,055 543 391

被服及び履物 7,090 27,935 7,548 5,385
被服費 5,782 23,599 6,235 4,296
履き物 787 3,294 846 622
洗濯代 521 1,042 467 467

保健医療 2,062 9,730 2,465 2,465
医薬品 477 1,274 603 603

健康保持用摂取品 49 506 141 141
保健医療用品・器具 887 3,390 792 792
保健医療サービス 649 4,560 929 929

交通通信 12,703 21,900 18,214 41,683
交通費 3,520 7,040 9,073 32,542

自動車購入費 8,125
自動車関係費 24,417
通信費 8,941 14,396 9,141 9,141

自転車関係費 242 464
教育 31,605
教養娯楽 14,995 21,418 18,273 18,145
教養娯楽用耐久財 1,577 1,699 2,662 2,534
教養娯楽品 133 691 83 83

書籍・他の印刷物 4,940 5,350 4,350 4,350
教養娯楽サービス 8,345 13,678 11,178 11,178

旅行・帰省 5,000 8,333 5,833 5,833
レジャー・スポーツ 2,000 4,000 4,000 4,000
ＮＨＫ受信料 1,345 1,345 1,345 1,345

その他 20,523 44,435 23,742 20,811
理美容サービス 2,000 6,400 2,000 1,500
理美容用品 1,490 5,205 706 693
身の回り用品 519 1,696 569 401
こづかい 5,000 18,374 6,000 6,000
交際費 11,514 12,760 14,467 12,217

非消費支出 32,884 79,971 42,395 42,603
所得税 5,621 13,070 4,255 4,255
住民税 3,390 7,796 8,925 9,133
社会保険料 23,873 59,105 29,215 29,215

貯蓄・予備費 15,000 36,000 17,000 17,000
最低生計費（税抜き） 164,895 402,234 191,406 188,818
（税込み）月額 197,779 482,205 233,801 231,421
（税込み）年額 2,373,348 5,786,460 2,805,612 2,777,052

東北（岩手・北上
市、２００９年７月）

監修責任者　佛教大学　金澤誠一教授
京都（京都市内、２００６年７月） 首都圏（さいたま

市、２００８年７月）
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